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本邦では、生殖医療実施施設は民間の施設に多く、各々の施設で独自の診療を行っており、本邦

における統一した方法や、精子や卵子といった配偶子の凍結保存の管理体制にも一定の指針がなか

った。海外では、2018 年に液体窒素タンクの破損等で多くの配偶子が失われるような事故が発生

している。妊孕性温存検体は、不妊治療による検体よりも保存期間が長期に渡る上、万が一失われ

れば、再度採卵等を実施することはできず、取り返しがつかない事態となる。そのため、より厳格

な管理体制が求められるが、本邦にはその指針となるものが存在しない。そのため、本邦における

妊孕性温存検体の長期保管検体の保管体制の実態調査を行い、本邦における妊孕性温存検体の管理

体制の実情が明らかとなった。それは、長期保管が必要な検体を管理するには不十分と考えられる

管理体制をとっている施設が多かった。そこで、本班会議では、長期保管における管理指針等を作

成し、本邦における管理体制の標準化を目的としている。管理体制には、管理責任者についてと保

管の実務責任者及び管理体制の整備が重要である。管理責任者及び管理体制等について、海外の実

態調査を踏まえ、本邦に適した方法での指針を作成する。 
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Ａ．研究目的 

本邦では、生殖医療実施施設は民間の施設に多

く、各々の施設で独自の診療を行っており、本邦

としての統一した方法や、精子や卵子といった配

偶子の凍結保存の管理体制にも一定の指針がない。

海外では、液体窒素タンクの破損等で多くの配偶

子が失われるような事故が発生している。妊孕性

温存検体は、不妊治療による検体よりも保存期間

が長期に渡る上、万が一失われれば取り返しがつ

かない事態となる。そのため、より厳格な管理体

制が求められるが、本邦にはその指針となるもの

が存在しない。そのため、本邦における妊孕性温

存検体の長期保管検体の保管体制の実態調査を行

い、長期保管における管理指針等を作成し、本邦

における管理体制の標準化を目的とする。 
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Ｂ．研究方法 

2020年に妊孕性温存検体の長期保管体制の実態

調査を実施し、本邦における実情を確認すること

ができた。その結果は不十分なものであったため、

管理の実務担当者である胚培養士のグループのア

ンケート調査の結果と併せて、本邦における管理

責任者の役割及び保管管理の実務における管理体

制について指針を作成していく。そのため、

Oncofertility Consortium のあるアメリカ合衆国

や、国として妊孕性温存のシステムを構築してい

るデンマーク、FertiPROTEKTのあるドイツ等の国

家が中心となって妊孕性温存に取り組んでいる国

を視察し、その国の妊孕性温存の管理体制の現状

調査及び本邦との比較を行い、より本邦の実情に

合った形での管理指針を作成していく。 

 

Ｃ．研究結果 

2020年の全国調査の結果は、本邦における管理

体制は不十分なものであることが明らかとなった。

その結果を踏まえて、今後、海外の施設の現状調

査及び本邦との比較を実施し、その結果を検証し

ていく。 

 

Ｄ．考察 

2020年の調査結果では、保管の継続が難しくな

った場合の対応において、クリニックは約 80％が

移送先を決めていたが、20％は何も決めていなか

った。 

普段の管理体制においても、不十分さはあった。

日々の検体保管の管理において重要なことは、液

体窒素を常に補充し、検体の安定的な保管を維持

することである。決まった日時、時間に液体窒素

を補充しているのは 83.1％にみられ、勤務毎の残

量チェックは 65.1％に留まった。また、液体窒素

の枯渇は検体における最も避けるべき事態である

が、アラーム等での警告システムを設置している

施設は 16.9％にしかみられなかった。また、その

他の対応として、液体窒素のみの入った余剰タン

クを準備している施設がみられた。災害等の予期

せぬ事態に対してどのような備えを行っているか

は重要である。対策を行っている施設は 70.9％で

あったが、その多くはタンクへのキャスターの取

り付けやバンドでの固定、免震台の設置等、一般

的に行われているようなものが多く、特に長期保

管検体に対する備えを行っている施設は少なかっ

た。通常と異なる対策としては、液体窒素の自動

補充システムや液体窒素残量の減少によるアラー

ムシステム等があった。 

日々の管理方法のみでなく、本邦の場合クリニ

ックでの管理も多いため、管理責任者の責務、責

任者交代時の対応、閉院等の場合の準備等につい

ても、指針に明示する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

本邦の妊孕性温存検体の管理体制は、管理責任

者の役割や責務と、保管の管理体制についての指

針を作成する必要がある。 
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